
◆悪質なケースでは摘発も

企業などから個人で直接仕事を請け負って働く「フ

リーランス」とよばれる人たちが、契約で不当な制限

を受けた場合、独占禁止法（独禁法）で保護されるこ

とになりました。フリーランスが増えていることを受

け、実態調査を行ってきた公正取引委員会（公取委）

の有識者会議が見解をまとめ、明らかになったもので

す。

どういったケースが違反にあたるかを 2月中にも公

表し、各業界に自主的な改善を促す方針ですが、悪質

なケースが見つかれば摘発も検討しているようです。

◆「法律の空白地帯」が発生

企業と雇用契約を結ばずにフリーランスとして働

く人は、現在 1,000 万人以上いるとされています。シ

ステムエンジニアやプログラマーといった職種のほ

か、プロスポーツ選手や芸能人も含まれ、近年はイン

ターネットを通じて不特定多数の個人に仕事を発注

する企業も増えているようです。

ただ、こうした働き方は労働基準法などの対象とな

るのか、事業者の適切な取引環境を守る独禁法の対象

となるのか、非常にあいまいだったため、企業側から

不当な要求を受けても対抗できない「法律の空白地帯」

になっていました。

◆不当な報酬や移籍制限、囲い込みなどを規制

公取委は、昨年からフリーランスの労働環境の実態

調査をすすめ、有識者による検討会を重ねてきました。

今回まとめた見解では、企業側からフリーランスにな

される不当な要求は独禁法の対象となりうると認定。

「企業側が報酬や仕事内容などの約束を守らない」

「補償費も払わずに他社と仕事をさせない」等を求め

た場合は独禁法が禁じる「優越的地位の乱用」などに

あたるおそれがあるとしました。

また、プロスポーツ選手の不当な移籍制限や、芸能

事務所による芸能人の囲い込みなども独禁法違反に

あたるおそれがあるとしています。

◆クラウドソーシングの急増に対応

公取委が、フリーランスへの不当な要求を独禁法の

対象と認めるのは、「雇用関係ではない働き方」を守

る必要性が高まっているとの判断からです。仕事の発

注側がウェブサイトなどで仕事をしたい人を募集す

るクラウドソーシングの出現は、こうした働き方を広

げる一方、報酬の支払いが遅れたり、仕事内容が一方

的に変更されたりするトラブルの急増にもつながっ

ているのです。

公取委の方針にはこうした現状を是正するねらい

があり、見解をまとめることにより、人材の活用を活

性化させ、消費者サービスの向上につながることが期

待されています。

◆生活習慣病患者は今も増加中

「メタボ」（メタボリックシンドローム）とは、内臓

肥満があり、血圧、脂質値、血糖値のうち 2 つ以上に

異常を認める症候群のことです。

また、「生活習慣病」とは、偏った食事や運動不足

など、好ましくない習慣や環境の積重なりにより発症
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リスクが高まる病気の総称であり、高血圧、脂質異常

症、糖尿病などがあります。

現在、1,140 万人超の生活習慣病患者がおり、医療

費や介護費の負担増に繋がるとして改善が急務とさ

れています。

◆メタボ健診・特定保健指導とは？

「メタボ健診」は、正式には「特定健康審査」とい

います。40～74 歳の方を対象に、従来の健診に加え

て腹囲の測定やＢＭＩ指数の計算等を行うものです。

「特定保健指導」は、メタボ健診の結果、複数のリ

スクがある人に対し、保健師・管理栄養士等が生活習

慣の改善などをアドバイスするものです。

◆受診による健康改善効果

国立循環器研究センターが厚生労働省のデータベ

ースから 100 万人超のデータを分析したところ、特定

保健指導受診者は、未受診者に比べ 3 年後にメタボと

診断される割合が 31％減少し、腹部肥満も 33％改善

していました。

血圧、中性脂肪、コレステロールの値なども、改善

しています。

◆受診による医療費抑制効果

協会けんぽが約 26 万人のレセプトデータを分析し

たところ、男女ともすべての年齢層で、特定保健指導

対象者は、非対象者より男性は約 7,001 円、女性は約

1 万 1,264 円医療費が高いことが確認されました。

さらに、特定保健指導受診者の医療費は未受診者よ

り約 2 割安く、健康状態の把握や指導による医療費抑

制効果が確認されています。

◆2018 年度からは肥満でない方も対象に

これまで腹囲や BMI 指数が一定以上の方が対象だ

った特定保健指導ですが、近年、肥満でない方も生活

習慣病になることが明らかになりました。

そこで、2018 年度から項目を見直し、血圧、血糖、

血中脂質の各検査結果を基に心筋梗塞などのリスク

の有無を判断し、腹囲が基準以上の人は減量を目指す

指導の対象とし、基準未満の人には非肥満者向けの指

導が実施されます。

これまで「自分には関係ない」と思っていた方も、注

意が必要かもしれません。

12 日

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

15 日

○ 個人の青色申告承認申請書の提出＜新規適用のも

の＞［税務署］

○ 個人の道府県民税および市町村民税の申告［市区

町村］

○ 個人事業税の申告［税務署］

○ 個人事業所税の申告［都・市］

○ 贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］

○ 所得税の確定申告期限［税務署］

○ 確定申告税額の延納の届出書の提出［税務署］

○ 国外財産調書の提出［税務署］

○ 総収入金額報告書の提出［税務署］

4 月 2 日

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

［公共職業安定所］

○ 個人事業者の消費税の確定申告期限［税務署］

～当事務所よりひと言～ 

いつもお世話になり、誠にありがとうござい

 ます。年度替わりということで、入退社や配

 置転換など慌ただしい時期かと思います。

 当事務所でも３６協定（時間外・休日労働に関

する協定）や１年単位の変形労働時間制の労使協

定など、労働基準監督署へ提出が必要な書類を 

随時発送しております。ご用意の程、宜しくお

 願い致します。

平成 30 年 3 月分（4 月納付分）より健康保険

 料及び介護保険料が下記のように変更となり

 ます。給与計算時の料率変更をお忘れなく。

  健康保険料 10.02％→（新）10.04％
  介護保険料  1.65％→（新） 1.57％

 平成 30 年度の口座振替日程表のご案内を３月

分のご請求書に同封させて頂きます。

3 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


